
■アンケート集計結果

①大阪港BCP
を反映した構
成員BCPの策
定状況

②構成員BCPの策定に向けた課題について
①非常用発電設備はあります
か。

②　非常用発電設備に対して
浸水対策されていますか。

③　災害時優先電話(固定・携
帯）はありますか。

④　事務所におけるオフィス家
具等の転倒防止対策について

⑤　事務所の食料・飲料水の備
蓄について

国土交通省近畿地方整備局
大阪港湾・空港整備事務所

策定済 新たな情報等により、定期的に更新している。 策定済 特になし
有り

ビル内の医療関係等を優先す
るため、優先順位は低い。

対策無し
地下3階に非常用発電機があ

り、浸水があった場合は長時間
使用不能。事務所所有、持ち運
び可能なガスボンベ式の小型

発電機1台有

有り
（固定　1台）

対策済
飲料水、食料、簡易トイレ

36人×7日程度、毛布等：40枚

大阪海上保安監部 検討中 - 策定済

対策項目１
　大阪港BCP協議会の構成員のBCP
　への反映
対応内容
　大阪港BCP協議会の当監部関連マ
　ニュアルへの反映検討
対策項目2
　船舶津波対策の推進
対応内容
　船舶津波対策に係る会議の開催

有り
(対応時間　無制限）
移動用発電機で対応

対策有り
非浸水区域での対応

有り
(固定　4台、携帯　2台）

対策済
有り

飲料水、食料、簡易トイレ
職員×最低3日程度

財務省大阪税関 検討中 大阪税関のBCP計画は策定済 大阪税関BCPに記載済 特になし
有り

(対応時間82時間）
対策無し

有り
(固定　8台、携帯　4台）

対策済
飲料水、食料、簡易トイレ

400人×3日程度、毛布等：400
枚

大阪府西大阪治水事務所 策定済 随時更新が必要 現在、特に予定なし 特になし
有り

(対応時間100時間）

　　　　　　　　対策有り
浸水区域外さらに、燃料タンク
地中化、エンジン高所設置

有り
（固定1台）

携帯は平成30年2月から25台
導入

未対策
有り

飲料水、食料
10人×4日程度

大阪市港湾局 - - 策定済 別途報告

有り
（対応時間114時間）

非常用設備、局対策本部執務
室のみ

対策有り
屋上階に設置

有り
（固定1台、携帯20台）

　　　　　　　　　未対策
今年度、デスクトップPCディス
プレイの免震、単独ロッカーの
連結等実施予定

今年度購入予定
飲料水、食料、簡易トイレ

全職員×1日程度

大阪船主会 予定なし
BCPは各社で対応しており、大阪船主会として統
一する事は困難

各社対応 特になし
有り

(対応時間24時間）
対策有り

有り
（固定　1台）

対策済
飲料水、食料

従業員×1日程度

大阪港運協会 予定なし 協会としてはBCPは未策定
-

船舶を所有していない
特になし 無し － 無し 未対策

飲料水：6人×10日程度
食料：6人×5日程度

大阪フェリー協会 検討中

当協会の立場では、ターミナル及びターミナル施
設から本船への関係する繋ぎの業務が基本とな
る。(本船に関わるものは、各フェリー会社所管）
また施設の状況については、施設管理者の阪神
国際港湾(株)を主体として、相互連携のもと対処
方を考えることになる。当協会独自の判断だけで
は進められない。

検討中
（フェリー各社は、所管の運輸局
からの指導により策定している。）

特になし
無し

（ターミナル敷地内　阪神国際
港湾(株)所管）

－ 無し 未対策 無し

大阪港タグセンター事業協同組合 予定なし
港湾局海務課と協定書締結

(津波来襲時における民間のひき船
の出動協力に関する協定）

特になし 無し －
　　　　　　　　　　無し
直通電話あり（港湾局海務課、
東洋信号、水先人会）

未対策

　　　　　　　　　　無し
24時間業務のため、常時飲料
水3日分、食料1日分、5人分の
ふとんあり

大阪湾水先人区水先人会 予定なし 当会では「大規模災害対策要綱」を策定済み 策定済 特になし
有り

（対応時間5時間）
対策有り

屋上に設置
有り

（携帯1台）
対策済

（一部未対応あり）

飲料水：6人×10日程度、食料：
6人×3日程度、簡易トイレ：6人
×5日程度、毛布等：6枚

大阪港埠頭株式会社 検討中
阪神国際港湾（株）と連携したBCP計画及び行動
計画を策定するため、既存計画の見直しを行う。

-
船舶を所有していない。

対策項目
　電気・ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ施設の津波対策
対策内容
　電気設備の嵩上げ（津波対策）

無し － 無し 対策済
飲料水、食料、簡易トイレ

7人×3日程度
アルミブランケット・タオル7人分

阪神国際港湾株式会社 検討中
大阪湾BCPと大阪港BCPとの連携（広域計画と
地域計画の関係）海溝型地震、直下型地震に分
けたBCP計画及び行動計画の策定

-
,船舶を所有していない。

対策項目
　電気・ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ施設の津波対策
対策内容
　電気設備の嵩上げ（津波対策）

無し －
有り

（固定1台）
対策済

飲料水、食料27人×3日程度、
簡易トイレ：15個、毛布等：30
枚、簡易無線機、懐中電灯、携
帯ラジオ等

集計結果

○マニュアルの策定状況
　　策定済　：5/9(56%)
　　検討中　：1/9(11%)
　　その他　：3/9（33%)
　・半数以上は策定済み

○非常用発電設備状況
　　有り：7/12(58%)
　　無し：5/12(42%)
　・半数以上が非常用発電設備
を有している

○優先電話の所有状況
　　有り：8/12(67%)
　　無し：4/12(33%)
　・半数以上が優先電話を有し
ている

○転倒対策状況
　　有り：7/12(58%)
　　無し：5/12(42%)
　・半数以上は対策済み

○食料飲料水の備蓄状況
　　有り：9/12(75%)
　　無し：3/12(25%)
　・3機関が現在備蓄を有してい
ない。

問４　被災時の事務所業務資材等の状況について問１　大阪港BCP協議会の構成員のBCPへの反映について

○大阪港BCPを反映した構成員BCPの策定状況
　　策定済　：2/11(18%)
　　検討中　：5/11(46%)
　　予定なし：4/11(36%)
　・約半数が策定済及び検討中

問２　船舶の津波避難マニュアル
　　　　の策定について

問３　事前対策項目の
　　　 対応状況について

資料 ４


